
1 

１．はじめに 

1.1．研究の背景と目的 

 港湾はそれ自体が生産や物流の重要な拠点である

ばかりでなく，港湾が立地する都市の土地利用の空

間的特徴に大きな影響を与える．例えば本研究の対

象である函館市に関して，奥平（1967）は函館港の

連絡船桟橋の移転が中心市街地の移動に影響を与え

たことを指摘している．このような港湾と周囲の土

地利用の関係を体系化した研究として，Bird（1977）

や Wrenn and Casazza（1986），林（2017）が挙げられ

る．林は Bird の Anyport Model に 1970 年代以降の

港湾の発展過程を補い，港湾の発展と背後地の都市

の土地利用との関係を示した．林によれば，20 世紀

中ごろまでに港湾における関連産業の立地により港

湾都市の工業化が進展したが，以降は港湾機能が都

市から空間的に分離し，工業生産の縮小や再開発が

進んだとされる．以上のような港湾の影響による港

湾都市の土地利用変化は津波災害リスクにも影響す

ると考えられるが，港湾都市の災害リスクを取り扱

った研究は橋本（2013）や Zhang（2019）など少数で

ある．また，Zhang（2019）では土地利用の変化は扱

われておらず，橋本（2013）も 2000 代以降を分析対

象としており，港湾の発展と津波災害リスクの関係

は十分に解明されていない． 

 そこで本研究では，北海道太平洋沿岸で 大の人

口を擁し函館港が立地する函館市を対象に，1970 年

代後半以降の土地利用変化の空間的特徴を解明し，

日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震により引き起こ

される 大級の津波が発生した場合に想定される津

波災害リスクを定量的に示すことを目的とする．さ

らに，土地利用の空間的特徴と津波災害リスクの関

係の解明を試みる．なお，函館市は 1939 年に湯川

町，1966 年に銭亀沢村，1973 年に亀田市を合併し，

2004 年に戸井町・恵山町・椴法華村・南茅部町を合

併しているが，本研究では 2004 年に 3 市 1 町を合

併する直前の函館市域を対象とする（図 1-1）． 

 また，研究対象地域である 2004 年の合併直前の

函館市にあたる領域の人口動態は図 1-2 のとおりで

ある．函館市は，かつては北海道 大の人口を持つ

都市であり，1935 年の国勢調査では人口 20 万人を
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超え，全国的にも大きな都市のひとつであった．そ

の後，札幌市，旭川市に抜かれ現在では北海道第 3

位の都市となり，1980 年以降は人口減少に転じてい

る． 

 
図 1-1 地域概観 

国土数値情報による 

 

 
図 1-2 北海道と函館市の人口の推移 

国勢調査による 

 

1.2．研究方法と資料 

 本研究では，まず第 2 章で北海道の港湾の立地と

太平洋沿岸の港湾の貨物取扱の状況を確認し，北海

道建設部建設政策局維持管理防災課が公表している

北海道太平洋沿岸の津波浸水データを用いて，北海

道太平洋沿岸の港湾で想定される津波浸水深を確認

する．なお，このデータには 2012 年公表のもの（2012

年想定）と 2021 年公表のもの（2021 年想定）があ

るが，本研究では基本的に 2021 年想定を使用する．

ただし一部の分析では 2012 年想定も使用する．次

に第 3 章において，北海道建設部まちづくり局都市

計画課より提供を受けた都市計画基礎調査データを

用いて，函館市の土地利用の分析を行う．続いて第

4 章において，都市計画基礎調査データと津波浸水

データを重ね合わせて，函館市において想定される

津波被害を推計し，港湾都市における土地利用変化

と津波災害リスクの関係について考察する． 

 

２．北海道の港湾と津波浸水想定  

2.1．北海道における港湾の立地状況と貨物取扱量 

 表 2-1 は全国および北海道の港湾種別ごとの港湾

数である．また，北海道の港湾の位置を図 2-1 に示

す．北海道には国際拠点港湾が 2 港湾，重要港湾が

10 港湾立地しており，地方港湾と 56 条港湾を含め

て合計で 41 の港湾が立地している．国際戦略港湾

は立地していない．これは，全国に 993 の港湾が立

地する中で約 4.1%を占めるが，道外と比べると海

岸線の長さに対して港湾数が少ない． 

 

表 2-1 港湾種別ごとの港湾数  
港湾法上の 

港湾種別 
全国の港湾数 

うち北海道内の 

港湾数 

国際戦略港湾 5 0 

国際拠点港湾 18 2 

重要港湾 102 10 

地方港湾 807 23 

56 条港湾 61 6 

合計 993 41 

国土交通省港湾局 港湾管理者一覧表（令和 3 年 4 月 1 日

現在）による 

 

 図 2-2 は，北海道内の国際拠点港湾および重要港

湾の貨物取扱量である．重要港湾は日本海側やオホ

ーツク海側にも立地しているが，実際には太平洋沿

岸の函館港・釧路港とそれ以外の重要港湾では貨物

取扱量に大きな差があり，本研究の対象である函館

港は道南地域の中心的港湾となっている． 

 図 2-3 は函館港のフェリーを除く品目別貨物取扱

量である．函館港の貨物取扱量は化学工業品と鉱産

品が多く，この 2 つで大部分を占めている．化学工

業品のうちセメントの移出や輸出が多いが，これは

近隣に太平洋セメント上磯工場が立地していること

が主な理由である．農水産品などの一次産業に関連

する品目の取り扱いもあるが，絶対量は少ない．ま

た，このグラフには含まれていないがフェリーの貨

物取扱量や輸送人員が多く，本州と北海道を結ぶ交

通港としての役割が大きい港湾でもある．  
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図 2-1 北海道の港湾の立地状況 

国土数値情報による 

 

 
図 2-2 北海道の港湾の貨物取扱量 

日本港湾協会港湾政策研究所 HPによる 

 

 
図 2-3 函館港の品目別貨物取扱量 

函館港統計年報（令和元年度版）による 

 

2.2．北海道の港湾における津波浸水想定 

 前述のとおり北海道では太平洋沿岸に重要性の高

い港湾が集中していることから，ここでは太平洋沿

岸の各港湾の津波浸水想定を確認する．国土数値情

報の各港湾の位置から周囲 10km の津波浸水深が記 

 
図 2-4 北海道の港湾の津波浸水想定 

北海道津波浸水想定・国土数値情報による 

 

 
図 2-5 函館市周辺の想定津波浸水域 

北海道津波浸水想定による 
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録されているメッシュの平均浸水深と 大浸水深を

算出した（図 2-4）．函館港を含む襟裳岬以西の港湾

では，2021 年想定の方が 大浸水深と平均浸水深が

大きい傾向にあり，浸水域が拡大している． 

 続いて函館市周辺で想定される津波について， 

2012 年想定と 2021 年想定を地図化した（図 2-5）．

2021 年想定では港湾周辺は大部分が浸水深 4～6m

未満，函館駅付近の一部が 6m 以上となっており，

港湾施設や港湾周辺の建物が被害を受け港湾機能が

低下する危険性がある．コンテナヤードやフェリー

ターミナル等の物流や交通に関わる主要な施設は主

に五稜郭駅に近い港湾の北部に設置されており，函

館駅付近は主に観光関連施設が立地する．なお，函

館港は周囲に機能を代替できる規模の港湾が存在し

ないため，被災の影響が道南地域全体に波及するお

それがある． 

 

３．函館市の土地利用変化 

3.1．使用データの概要と分析手法 

 津波災害リスクと土地利用の関係を考察するため

に，まず都市計画基礎調査を使用した土地利用分析

を行う．ここでは，分析に使用できる都市計画基礎

調査データが存在する も古い年次である 1979 年，

青函トンネルの開設・青函連絡船廃止の直前にあた

る 1984 年， 新の調査年次である 2015 年のデータ

を用いて，各年次の土地利用および年次間比較の分

析を実施する． 

 まず，函館市全域の年次別・建物用途別の延床面

積とその増加率，および高層化指数（延床面積／建

物面積）を算出する．続いて延床面積の全市的な分

布状況を地図化する．なお，1979 年および 1984 年

は旧測地系 100m メッシュ，2015 年は建物ごとのデ

ータが整備されているが，ここでは 2015 年の建物

ごとのデータを旧測地系 100m メッシュに統合して

地図化する．また，各メッシュで 大となる建物用

途も示す． 後に，函館市内を図 3-1 のとおり港湾

および JR・市電の駅により地域区分し，それぞれの

地域内の土地利用状況を確認する．具体的には，市

内を臨港地区，臨港地区周辺 1km，中心市街地の駅

（JR 函館駅・函館市電五稜郭公園前駅）の周辺 1km，

その他の主要な駅（函館駅以外の JR 駅と，函館市電

の十字街駅・湯の川駅）の周辺 1km，いずれにも該

当しない地域の 6 つに区分し，函館市全域と同様の

分析を行う． 

 
図 3-1 分析の地域区分 

国土数値情報・函館港港湾計画図による 

 

3.2．函館市の土地利用変化 

 図 3-2 は函館市全域の建物の延床面積とその増加

率，高層化指数を示したものである．函館市では

1980 年以降は人口減少傾向であるにも関わらず，

延床面積は増加している．ただしその多くは住宅と

商業系建物の増加によるものであり，工業系の建物

は減少している．また，商業系建物の高層化指数が

低下しており，郊外型の低層の店舗の増加を表して

いると考えられる． 

 図 3-3 はメッシュごとの全建物の延床面積の分布

状況である．主に市の北部に新たな市街地が形成さ

れている．図 3-4 はメッシュごとの全建物の延床面

積の年次間の変化である．1979 年から 1984 年では

全市的に増加メッシュと減少メッシュが混在してい

る．しかし 1984 年から 2015 年では，函館駅周辺か

ら函館山の北側にかけては減少メッシュが集中する

一方で，市街地北東部では増加メッシュが広く分布

しており，郊外化が明確になっている． 

 図 3-5 はメッシュごとに延床面積が 大となる建

物用途を示したものである．1979 年と比べ 2015 年

では，港湾周辺の工業が卓越する地域が縮小し，住

宅や商業に置き換わっている．特に函館駅周辺は商

業が目立つようになっており，この地域が主に倉庫
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や工場などの港湾関連施設が立地する地域から観光

地に変化したことを示している． 

 
図 3-2 函館市全域の土地利用 

都市計画基礎調査による 

 

 

図 3-3 函館市の延床面積の分布 

都市計画基礎調査による 

 

 

図 3-4 函館市の延床面積の増減 

都市計画基礎調査による 

 

3.3．函館市の地域別土地利用  

 函館市の土地利用の空間的特徴を明らかにするた

め，図 3-1 のとおり区分した地域ごとの建物の延床

面積を図 3-6 に示した．市内の各地域で唯一，函館

駅周辺では 1984 年以降に延床面積が減少している．

一方で，もう一つの中心市街地である五稜郭公園前

駅周辺は 1984 年以降も延床面積の減少はみられな

い．また，いずれにも該当しない地域の延床面積は

大きく増加しており，郊外化が進行していることが

みてとれる．さらに，臨港地区内やその周辺で商業

が増加しており，港湾周辺の観光地化が進んでいる

ことが示されている． 

 以上の分析結果のとおり，函館市では 1980 年代

までは全市的に建物の増加が進行していたが，以降

は函館駅周辺の中心市街地の衰退と市北部の郊外へ

の市街地の進出がみられた．このような郊外化は多

くの日本の地方中小都市において発生している現象
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であるが，港湾都市においては港湾機能との関連も

指摘することができる．函館市では函館駅周辺の中

心市街地と函館港の南側が近接して位置しており， 

 

図 3-5 函館市の各メッシュの最大延床面積の用途 

都市計画基礎調査による 

 

1977 年の排他的経済水域の設定による漁業基地機

能の衰退や，1988 年の青函トンネル開通に伴う青

函連絡船の廃止による旅客機能の衰退といった港湾

機能の低迷が，函館駅周辺の中心市街地の重要性の

低下を招いたと考えられる． 

 また，フェリーターミナルやコンテナヤードとい

った主要な港湾施設が中心市街地から離れた港湾の

北部に設置され，港湾の南部は倉庫跡などを利用し

た観光施設が立地するようになった．これは，

Wrenn and Casazza（1983）が論じた港湾機能の移転

に伴うウォーターフロント開発の一種であるという

ことができる．加えて，函館市は 1989 年に国際観

光都市宣言を行っており，このような観光地化は港

湾機能の低迷への函館市の対応の結果という側面も

ある． 

 

４．函館市の津波被害推計 

4.1．使用データと分析手法 

 本章では，土地利用分析の結果と津波浸水想定を

GIS 上で空間的に重ね合わせて，建物の物的被害と

経済的被害を明らかにする．土地利用のデータには

前章で用いた都市計画基礎調査データを，津波浸水

想定のデータには第 2 章で確認した北海道太平洋沿

岸の津波浸水データを用いる．津波浸水データは

2021 年想定を使用する． 

図 3-6 函館市の地域別の延床面積 

都市計画基礎調査による 
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 まず，津波浸水域における建物立地状況を確認す

る．図 2-5 に示した 2012 年想定と 2021 年想定の想

定浸水域を比較し，2021 年想定で新たに浸水域とな

った地域と 2012 年想定から継続して浸水域である

地域に立地する建物の延床面積を図 4-1 に示す． 

 

図 4-1 新規浸水地域・継続浸水地域の延床面積 

都市計画基礎調査・北海道津波浸水想定による 

 

 次に津波による建物の物的被害について，神奈川

県（2015）で示されている建物被害率関数（式 1）と

建物構造別・DID 地区別の係数（表 4-1）を用いて，

建物ごとの全壊率および半壊率を算出する．  

建物被害率
√

ⅹ

∞ 𝑒𝑥𝑝 𝑑𝑡  ･･･式 1 

 

表 4-1 建物被害率関数の係数 

 
DID 地区 DID 地区以外 

μ σ μ σ 

⽊造 
全壊率 2.05 0.439 2.10 0.673 
全半壊率 0.502 0.409 0.476 0.703 

⾮⽊造 
全壊率 2.80 0.850 2.80 0.850 
全半壊率 0.352 0.418 0.494 1.100 

※半壊率＝全半壊率-全壊率 

神奈川県（2015）による 

 

この結果から，被害面積（延床面積×全壊率+延床

面積×半壊率×1／2）と被害率（被害延床面積／延

床面積）を算出し，地図およびグラフに示す．これ

により，都市開発により津波災害リスクがどう変化

したか把握することができる． 

 なお，この被害率関数では非 DID 地区の木造建物

では概ね浸水深 3m，非木造建物では概ね浸水深 4m

で全壊率が 90%程度となる．しかし，被害の実態は

全壊と判定される建物の中でも様々であり，完全な

流失に至る建物ばかりではなく，非構造部材の破壊

にとどまる建物もある．東日本大震災の建物被害を

調査した建築研究所（2012）の報告からは，5 階建

以上の非木造建築物では倒壊に至ったものは少なか

ったことが示唆される．このため，被害率の高い地

域であっても一様に全ての建物が流出や倒壊に至る

のではなく，特に大型の非木造建築物が立地する地

域では垂直避難に活用可能な建物が残存する可能性

があることに留意する必要がある． 

 ところで，都市内部における津波被害のインパク

トを評価するためには，建物の被害面積だけでなく，

建物自体と建物内部の資産の被害額の算出が有効で

あると考えられる．これは，被害を金額で算出する

ことで，インフラ被害などの建物被害以外の被害と

の被害規模の比較に活用できるためである．本研究

では中央防災会議（2013）の手法を用いて，被害量

に単価を乗ずることで被害額を算出する．なお，被

害額は現在における再建費用とし，建物や資産の経

年による価値の低下や物価変動は考慮しない． 

 建物の単価は建設物価調査会（2021）の数値を用

いて，建物用途別・建築構造別に設定する．建物内

部の資産は，非住宅には償却・在庫資産，住宅には

家庭用品資産が存在するものとみなして被害額を算

出する．被害額は，業種別の従業者数に単価を乗じ

ることで算出する．従業者数のデータには 2014 年

の経済センサス基礎調査の小地域別の産業分類別従

業者数の数値を用いる．産業分類別の従業者１人あ

たりの償却・在庫資産額の単価は，洪水被害の算出

方法をまとめた国土交通省（2020）の数値を用いる．

ただし，農林水産業は従業者数ではなく戸数あたり

の単価を用いる．世帯数のデータには 2015 年の国

勢調査を使用し，家庭用品資産額の単価には，国税

庁がホームページ上で公表している家族構成別家庭

用財産評価額を用いる． 

4.2．函館市で想定される津波の物的被害 

 図 4-2 は，2021 年の津波想定に基づき算出した函

館市全域の建物の延床面積の被害面積と被害率であ

る．被害面積は増加しているが，津波被害が想定さ

れない市北部での建物増加が多いことから，どの建

物用途でも被害率は低下傾向にある 
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図 4-2 函館市の想定津波被害面積 

都市計画基礎調査・北海道津波浸水想定による 

 

 
図 4-3 函館市の想定津波被害面積の分布 

都市計画基礎調査・北海道津波浸水想定による 

 

 図 4-3 は，函館市における被害面積の分布状況で

ある．五稜郭駅の北東部に新たに市街地が進出した

他は，この図からは大きな変化は読み取れない．し

かし，図 4-4 に示す被害面積の増減の分布からは，

時間的・空間的な傾向の変化を確認することができ

る．1979 年から 1984 年にかけては，全市的に変化

は少ないが函館駅周辺などでまとまって増加がみら

れる地域がある．1984 年から 2015 年にかけては，

函館駅周辺の中心市街地や函館山の北側の地域で減

少がみられる一方，五稜郭駅周辺や函館港北部では

増加がみられる．また，十字街駅周辺の港湾付近の

観光地化が進んでいる地域でも増加がみられる． 

 続いて図 4-5 は，函館市内各地域の建物の被害面

積を示したものである．その他の駅周辺の被害面積

が大きく増加しているが，これは主に五稜郭駅周辺

の市街化によるものであり，特にロードサイド型商

業施設の進出の影響で商業の増加率が大きい．また，

臨港地区内の商業の被害面積の増加率も大きくなっ

ている．一方で，港湾周辺と駅周辺のいずれにも該

当しない地域はほとんどが津波浸水域外にあたるこ

とから，延床面積が大きく増加していることに比べ

て被害面積はあまり増加していない．以上から函館

市においては，主に五稜郭駅周辺の市街化と港湾周

辺の観光地化が津波災害リスクの増大につながって 

 
図 4-4 函館市の想定津波被害面積の増減 

都市計画基礎調査・北海道津波浸水想定による 
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いる．しかし，郊外化は五稜郭駅周辺を除き津波浸

水域外で進行しており津波災害リスクの増大にはあ

まり影響していない． 

 ただし，これはあくまで函館市内に限った分析結

果であることに留意が必要である．函館市の西側に

隣接する北斗市の海岸付近の市街地は，函館市にお

ける郊外化の影響が及んでいると考えられる．北斗

市では 2005 年の国勢調査まで人口が増加しており，

函館市の郊外化の影響で津波災害リスクが高まって

いる可能性がある． 

4.3．函館市で想定される津波の経済的被害 

 図 4-6 は，函館市の津波被害額の推計結果である．

全市では約17,000億円の被害が想定される．これは，

2018 年度の函館市の市内総生産である 9,440 億円の

2 倍弱にあたる．本研究で推計したストックの被害

とフローである市内総生産を単純に比較することは

できないが，函館市の経済規模に対して大きな被害

が想定されるということができる．地域別にみると，

各地域の被害の大きさや建物用途ごとの被害の大き

さの傾向は被害面積のものとあまり変わらないこと

から，函館市においては地域ごとの経済的被害の状

況は概ね建物立地状況に左右されているといえる． 

 

 

図 4-6 想定される津波被害額の推計 

都市計画基礎調査・北海道津波浸水想定・ 

経済センサス・国勢調査による 

 

５．おわりに 

 本研究では，北海道太平洋沿岸 大の都市である

函館市を対象に，港湾都市の土地利用の空間的特徴

を把握するとともに，日本海溝・千島海溝沿いの巨

大地震による 大級の津波が発生した場合に想定さ

れる津波災害リスクを定量的に示した． 

結果は次のとおりである．函館市においても日本

の地方中小都市で一般的に見られる傾向と同様に，

1980 年代以降に中心市街地の衰退と郊外化が進行

した．また，函館港周辺の観光地化が進み，卓越す

図 4-5 函館市内の各地域の想定津波被害面積 

都市計画基礎調査・北海道津波浸水想定による 
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る建物用途が工業系から商業系に変化した地域がみ

られた．これらの土地利用変化の要因として，青函

連絡船の廃止や北洋漁業の衰退による港湾機能の低

迷が挙げられる． 

次に津波被害は，主に函館駅周辺や五稜郭駅周辺，

港湾周辺で想定された．このうち函館駅周辺では被

害面積が減少傾向にあり，五稜郭駅周辺と港湾周辺

では拡大傾向にある．一方で宅地化が進んでいる市

の北部では被害が想定されておらず，函館市におい

て郊外化は津波災害リスクの増大にはあまり影響し

ていないと考えられる．また，被害額の推計を行い，

函館市の経済規模に対して大きな経済的被害が想定

されることを明らかにした． 

災害と社会の関係について論じた代表的な研究で

ある Wisner et al.（2004）は，海外における高潮やハ

リケーンの被害の事例から，観光地化や製造業の集

積，投機的な宅地開発などにより海岸付近の人口が

増加し災害リスクが増大したことを示した．また，

経済的・政治的問題がこのような災害リスク増大の

背景にあると主張した．本研究ではこのような土地

利用の空間的特徴と災害リスクの関係を定量的かつ

空間的に示すため，土地利用と津波災害リスクの空

間分析を実施した．結果，1970 年代後半以降の函館

市においては，観光地化による津波災害リスクの増

大はみられたものの，製造業の集積や宅地開発は津

波災害リスクの増大にあまり寄与していないことが

明らかとなった．ただし，同じ北海道太平洋沿岸の

都市でも苫小牧市や釧路市のように海岸に沿って市

街地が拡大してきた都市では異なる結果になると考

えられることから，今後は他都市の分析結果との比

較検討を進めたい． 
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